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参考資料１ 
 
 
 

 
 

・相談支援 
・住宅入居支援 
・コミュニケーション支援 
・日常生活用具の給付または貸与 
・移動支援 
・地域活動支援センター 

など 

自 立 支 援 給 付 

地 域 生 活 支 援 事 業 

補装具 

介護給付 

・居宅介護(ホームヘルプ) 
・重度訪問介護 
・行動援護 
・重度障害者等包括支援 
・児童デイサービス 
・短期入所(ショートステイ) 
・療養介護 
・生活介護 
・施設入所支援 
・共同生活介護(ケアホーム) 

訓練等給付 
・自立訓練 
 (機能訓練・生活訓練) 
・就労移行支援 
・就労継続支援 
・共同生活援助 
 (グループホーム) 

自立支援医療 

・更生医療 
・育成医療 
・精神通院医療 

支 援 

・専門性の高い相談支援 
・広域的な対応が必要な 
事業 
・人材育成 

など 

都 道 府 県 

障害者（児） 

自 立 支 援 サ ー ビ ス の 全 体 像 



大阪市のサービス供給体制の見通し

○施設入所者数

１７６０人

【17年10月時点】

○グループホーム

ケアホーム

９３８人

○グループホーム
ケアホーム
１８４９人
（２倍）

【２０年度】

小 学 校： ２９９校

中 学 校： １３０校

特別支援学校等在校生：１７０２人

高等部卒業者（19年度）

２２９人 → １２１人が福祉施設へ

→ ４５人が就職

【２０年度】

小 学 校： ２９９校

中 学 校： １３０校

特別支援学校等在校生：１７０２人

高等部卒業者（19年度）

２２９人 → １２１人が福祉施設へ

→ ４５人が就職

○日中活動
（通所施設・作業所）

８２４０人
（１．６倍）

○全雇用者(推計)

５８６，２８０人

うち障害者 (推計)

８，９８０人

うち福祉施設から

８５人

平成１８年度

○日中活動

(通所施設･作業所）

５１７７人

【17年10月時点】

福祉施設からの

就業者

３４０人
（４倍）

平成１８年度平成２３年度

学 校

○居宅介護など
２２１，９８３時間

障害福祉サービス給付 １８８億円

自立支援医療給付 １０５億円

補装具給付費 ６億円

地域生活支援事業 ４１億円

介護保険給付：１３９１億円

国民医療費 ：７２９８億円(推計)
総 人 口：２６４．４万人
高齢者(６５歳以上)： ５６．８万人
身 体 障 害 者： １２．０万人
知 的 障 害 者： １．６万人
精 神 障 害 者： １．３万人

総 人 口：２６４．４万人
高齢者(６５歳以上)： ５６．８万人
身 体 障 害 者： １２．０万人
知 的 障 害 者： １．６万人
精 神 障 害 者： １．３万人

※各数値の根拠、時点等は裏面参照

○居宅介護など

３９４,０８０時間

（８７０６人）
（１．８倍）

平成２３年度

２３年度までに

４８０人
(２７.３％)

が地域生活へ移行

２３年度までに

８２２人
が地域生活へ移行

２３年度には

毎年３４０人
が一般就労へ移行

○施設入所者数

１５５７人

（１１.５％削減）

数値目標数値目標

居住系 訪問系・日中活動系

○精神科入院患者

４８２７人

【17年6月時点】

参考資料２
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  「大阪市のサービス供給体制の見通し」の各数値の根拠、時点等

上部中央

根拠【時点】

総人口 2,644,300 人 大阪市推計人口【20年3月末】

高齢者（６５歳以上） 568,380 人 大阪市推計人口【19年10月1日】

身体障害者 119,945 人 身体障害者手帳交付台帳搭載数【20年3月末】

知的障害者 16,309 人 療育手帳交付台帳搭載数【20年3月末】

精神障害者 13,769 人 精神障害者保健福祉手帳交付台帳搭載数【20年3月末】

上部左

根拠【時点】

障害福祉サービス給付 188 億円 19年度大阪市決算額

自立支援医療給付 105 億円 19年度大阪市決算額

補装具給付費 6 億円 19年度大阪市決算額

地域生活支援事業 41 億円 19年度大阪市決算額

上部右

根拠【時点】

介護保険給付 1,391 億円 19年度大阪市決算額

国民医療費 7,298 億円 都道府県別国民医療費の大阪府一人当たり医療費276千円から推計

中央下（学校）

根拠【時点】

小学校 299 校 【20年5月1日】

中学校 130 校 【20年5月1日】

特別支援学校等在校生 1,702 人 【20年5月1日】

高等部卒業者 229 人 【19年度実績】

　福祉施設へ 121 人 【19年度実績】

　就職へ 45 人 【19年度実績】

左側（居住系）

根拠【時点】

入所施設入所者 1,760 人 【17年10月1日】

精神科病院入院患者 4,827 人 17年度在院患者調査【17年6月1日】

グループホーム・ケアホーム 938 人 18年度実績

右側（訪問系・日中活動系）

根拠【時点】

訪問系 221,983 時間 18年度実績

日中活動系 5,177 人 【17年10月1日】

全雇用者 586,280 人 大阪労働局による府下の障害者雇用調査【18年6月1日】を元に人口割で推計

うち障害者 8,980 人 大阪労働局による府下の障害者雇用調査【18年6月1日】を元に人口割で推計

うち福祉施設から 85 人 16･17年度実績の平均

数値

数値

数値

数値

数値

数値
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参考資料３

○　サービス種類別の利用状況（平成20年1月サービス提供分の国保連合会速報値による比較）

○　利用者数の推移 ○　障害程度区分認定者数の推移

平成18年10月 平成20年10月

8,733人

12,288人

2年間で1.4倍に増加

平成18年10月 平成20年10月

6,617人

10,930人

2年間で1.7倍に増加

人数割合

費用額割合

大阪市（障害者手帳交付者数）
（平成20年3月末現在）

身体障害
119,945 人

知的障害
16,309 人

精神障害
13,769 人

【参考】全国（障害者手帳交付者数）
（平成20年3月末現在）

身体障害
4,946,431 人

知的障害
756,843 人

精神障害
558,475 人

大阪市

訪問系ｻｰﾋﾞｽ

49.9%

入所施設
15.7%

その他

34.4%

【参考】全国

訪問系ｻｰﾋﾞｽ
22.1%

入所施設
32.7%

その他
45.2%

大阪市

訪問系ｻｰﾋﾞｽ

38.4%

入所施設
24.0%

その他

37.6%

【参考】全国

訪問系ｻｰﾋﾞｽ
11.8%

入所施設
48.3%

その他
39.9%

障害福祉サービスの利用状況

　障　害　者　数

150,023人
6,261,749人

一人あたり
平均111,740円

一人あたり
平均78,650円
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参考資料４ 

施設入所者の地域別の状況

他府県
12%

大阪府内
41%

大阪市内
47% 大阪市内

大阪府内

他府県

大阪府内
40%

大阪市内
19%

他府県
41% 大阪市内

大阪府内

他府県

身体障害者 知的障害者

１，２２８人５１３人４８７人２２８人知的障害者

１，７６０人５７９人７０３人４７８人合 計

５３２人６６人２１６人２５０人身体障害者

合計他府県大阪府下大阪市内

１，２２８人５１３人４８７人２２８人知的障害者

１，７６０人５７９人７０３人４７８人合 計

５３２人６６人２１６人２５０人身体障害者

合計他府県大阪府下大阪市内

第1期障害福祉計画策定時点（平成１７年１０月１日）現在 加齢児除く  

 
 

参考資料５ 

精神科在院患者数・病状区分別人数 

 

精神科在院患者（平成17年6月30日）

寛解 135 人 最重度
362 人

重度
983 人

中等度
1,869 人

軽度
953 人

院内寛解
525 人

1年以上在院している病状区分別人数
（平成17年6月30日現在）

337 人
241 人

616 人

284 人

75 人

60 人

0 人

200 人

400 人

600 人

800 人

1000 人

1200 人

軽度 院内寛解 寛解

1年未満 1年以上

4,827人 
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参考資料６ 

「精神科在院患者調査」における用語の定義 

（「入院中の精神障害者の地域移行」数値設定根拠） 

 

病状区分 基            準 

最 重 度 

◇重大な他害行為が予測され、厳重かつ持続的な注意を要するもの 

◇精神症状、人格水準の低下、認知症等により、著しい問題行動があり、たえ

ず厳重な注意を要するもの 

重 度 

◇陽性症状、或いは認知症のため行動の乱れが著しいもの 

◇問題行動を伴う精神症状があり、治療抵抗性のもの 

◇精神症状のために日常生活機能が障害され、極めて濃厚な看護及び介護を要

するもの 

◇自殺企画あるうつ状態、そう状態の極期 

中 等 度 

◇残遺状態（無関心、無為など） 

◇慢性の幻覚妄想状態など、症状遷延しているが、著しい問題行動はないもの 

◇日常生活機能が中等度障害されているもの 

◇中等度のうつ状態、そう状態 

軽  度 

◇日常生活機能が軽度障害されているもの 

◇症状が安定しつつあるか、または病状固定し、院内の薬物療法、生活療法下

では日常生活に問題はないが、社会適応させるためには強力な精神科リハビ

リテーションを必要とする 

院内寛解 

◇院内の保護的環境においては、日常生活には問題はないが、一般社会におい

ては不適応、症状増悪、再燃を起こし易いもの 

◇社会技能訓練等の包括的なリハビリテーション・プログラムにより、或る程

度の自立性が期待できるもの 

寛  解 

◇寛解状態にあるが、家族の受け入れ困難や生活の場の確保が因難などの社会

的要因により退院できないでいるもの 

◇最小限の服薬は続けているが、社会生活上の支障は認められず、自立して生

活できると予測されるもの 

 

「精神科在院患者調査」における病状区分では、1991年日本精神病院協会調査の在院患者

分類基準：重症度評価基準表の「最重度」「重度」「中等度」「軽度」「院内寛解」「寛解」

を用いている。1991年日本精神病院協会調査では、「この概念は『社会的入院』の範疇と一

致するものではないとしながらも、しいて対応させるならば『寛解』及び『院内寛解』の一

部又は『寛解』及び『院内寛解』の全部、在院患者全体の13％である」としている。 

 しかし、厚生労働省の「患者調査」では全国で71,600人（在院患者の21.5％）が「受入

条件が整えば退院可能」とされており「中等度」「軽度」群にも退院可能性がある人が含ま

れると考えられ、この群、特に「軽度」群への退院支援も視野に入れる必要があるとされて

いる。 



※17年度の法定施設5177人には入所施設の日中相当部分を含む
※平成23年度末見込は、平成24年4月1日付けの体系移行を含んでいる。

小規模作業所　2,282人
（身体　966人、知的　763人、

精神533人）

法定施設

5,177人

平成17年度

8,300人

生活介護

3,086人

第１期見込量

地域活動支援センター
1,000人

就労継続支援（B型）

2,088人

就労移行支援
706人

平成20年4月実績

小規模作業所
1,150人

自立訓練（機能訓練）　183人

自立訓練（生活訓練）
531人

就労継続支援（A型）
706人

第2期見込量

平成23年度末見込

小規模作業所
452人

10人

8,240人

自立訓練（機能）

60人

就労継続支援A型

小規模作業所　1,136人

生活介護

4,250人
旧法施設支援

2,178人

小規模通所授産施設

685人

生活介護

1,929人

自立訓練（生活訓練）210人

就労移行支援
700人

10人

就労継続支援A型

6,925人

3人

地域活動支援センター
1,370人

（A890人、B480人）
地域活動支援センター

1,032人
（A502人、B530人）

就労継続支援（B型）

1,640人自立訓練(生活)
就労移行支援　246人

69人

就労継続支援（B型）
773人

自立訓練(機能)

大阪市における日中活動系サービスの見込量（新体系サービス）
参考資料７
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第 2 期 大 阪 市 障 害 福 祉 計 画 

(平成 21 年度～23 年度) 

 

発行：平成 21 年 3 月 

 
大阪市健康福祉局障害者施策部障害福祉企画担当 

〒530-8201 大阪市北区中之島 1-3-20 

電話：06-6208-8071   FAX：06-6202-6962 

 


